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「一般社団法人京都府産業廃棄物３Ｒ支援センター」は、
京都府内の産業界、廃棄物処理業界、大学等研究機関及び行政機関が賛同し、
京都府の産業廃棄物税を財源として、
京都府内の企業の皆様に、減量･リサイクルの各種サービスを提供するために、平成23年6月に設立

構成団体

京都商工会議所
京都府中小企業団体中央会
長田野工業センター
京都工業会
京都府産業資源循環協会
KES環境機構
京都市
京都府

理事長 京都工業会 会長 村尾 修

副理事長 京都府産業資源循環協会 会 長 田端 俊三
KES環境機構 専務理事 長畑 和典



応募資格

選考方法 学識経験者等で構成する審査会を経て選考します

応募期限 5/31

産業廃棄物の3Rその他の資源循
環に係る研究や技術開発等

産業廃棄物の発生抑制・再生利用に係る施設
を整備する事業

注：収益納付規定があります。
産業廃棄物の3Rその他の資源循環に資す
る製品等の販路開拓等を行う事業

京都府内に事業を行うために必要な技術・施設等を備えた事業場等を
有する事業者、又は同様の事業場等を設置しようとする事業者





サプライチェーン省エネ推進事業補助金

■サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の削減(廃棄物分野の取組を含む)を計画する事業者(府内に本店を有す
る法人又は京都府地球温暖化対策条例第１６条第２項に規定する特定事業者に限る)が、当該計画に位置づける事業とし
て認めるもので、既存設備を京都府が指定する設備（照明、空調、ボイラー）に更新に要する経費の一部を補助

対象
中小企業者等

募集期間
Ｒ5.５.10～６.15

補助対象経費
設計費、工事費、機
械器具費、測量試験
費補助率・上限額

補助対象経費の１／３以内

※ 但し、ＳＢＴ認定取得事業者、京都ゼロカー
ボン・フレームワークを活用したサステナビリ
ティ・リンク・ローンを締結者は、１／２以内
上限：８００万円 下限： ５０万円 ＬＥＤ照明

更新

空調設備
更新

ボイラー
更新



サプライチェーン省エネ推進事業補助金：募集期間：事業期間・申請の流れ

募集期間
Ｒ5.５.10～

Ｒ5.６.15

確認① 補助対象経費が150万以上(or100万以上)か否か
補助金の下限額が50万円のため、150万未満の場合は補助対象外
※ 但し、ＳＢＴ認定取得事業者、京都ゼロカーボン・フレームワークを活用したサステナ
ビリティ・リンク・ローンを締結者の場合は1０0万未満の場合は補助対象外

まずご確認いただくこと

審査会・採択
７月

事業期間
Ｒ6.2.2まで

申請に向けた流れ

確認② 次の要件を満たしているか
既存設備を京都府が指定する設備に更新するものであること。
○空調・ボイラー：ＳＩＩが実施する省エネ事業補助金の指定設備
○照明：ＬＥＤ(調光機能がないものも含む)

○サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の削減(廃棄物分野の取組を含む)を

計画する事業者が、当該計画に位置づける事業として認めるもの。

Srep① 事前相談 問合せフォームも活用下さい。
Step② 申 請 センターまで持参してください
必要な書類を添えて申請(サプライチェーン温室効果ガス削減計画書、事業計画
書、収支予算書、、登記事項証明書、決算報告書 他)



サプライチェーン省エネ推進事業補助金：注意点

①補助対象事業
（１）一の事業所において、既存設備を京都府が指定する設備に更新するものであること。

○空調・ボイラー：ＳＩＩ(一般社団法人環境共創イニシアチブ)が実施する省エネ事業補助金の指定設備
○照明：ＬＥＤ(調光機能がないものも含む)※

（２）サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の削減(廃棄物分野の取組を含む)を計画する事業者※が、当該計画
に位置づける事業として認めサプライチェーン温室効果ガス排出量削減計画書を提出できること。

（３）補助対象となる省エネ施設等に対し、京都府、国など他の公的補助金を受けていない、若しくは受ける見込みがな
いこと。
※ 京都府内に本店を有する法人又は京都府地球温暖化対策条例第１６条第２項に規定する特定事業者に限ります。
※ 複数の事業所（工場、事業場、店舗等）において、省エネ施設等を整備する事業は補助対象外です。

②事業着手について本事業の補助対象は、センターからの交付決定通知日以降に着手し、令和６年２月２

日（金）までに完了する事業です。なお、補助金交付決定までの間に、事業に着手（発注・契約等）する場合は、事前着
手届の提出が必要です。（事前着手届は、補助金の採択を確約するものでありません。詳細は、下表をご参照くださ
い。）

主な注意点



サプライチェーン省エネ推進事業補助金

（１）事業が完了した後は、７日以内に実績報告書を当法人に提出してください。
（遅くとも令和６年2月９日（金）までに提出いただく必要があります。）

（２）実績報告書の提出後に、当法人の職員が事業実施場所に赴き、完了検査
（現地検査）を実施します。

（３）完了検査後に補助金の額を確定します。
（４）補助金は、額の確定後に、お支払いします。

（精算払い）

事業完了後

詳しくは、 当センターHPをご覧ください.org/ http://www.kyoto-3rbiz.org/



ご静聴ありがとうございました。

一般社団法人
京都府産業廃棄物
3R支援センター
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